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3月価格交渉促進月間、フォローアップ調査の概要 

 

中小企業庁は、３月価格交渉月間のフォロ

ーアップ調査の概要を公表した。 

アンケート調査の回答企業数は、17,292 社

下請 G メンによるヒアリング調査約 2,243 社

となっている。 

価格交渉の状況では、「価格交渉を申し入れ

て応じて貰えた／発注側からの声かけで交渉

できた」割合は前回調査 58.4%（昨年 9月）よ

り増加した。一方、「発注側から交渉の申し入

れが無かった（⑥）、協議に応じて貰えなかっ

た（⑦）、減額のために協議申し入れがあった

（⑧）」が依然として約 16％あり、二極化が進

行している。 

価格交渉状況の業種別ランキング（価格交

渉に応じた業種）では、５位建材・住宅設備、

７位金属、８位電機・情報通信機器がランクを

上げている。９位機械製造、20 位自動車・自

動車部品がランクを下げた。 

価格交渉状況の業種別ランキング（価格交渉に応じた業種） 

ＪＡＭは、３月の価格交渉促進月間の状況

把握を行い価格転嫁の交渉がし易い環境がで

きつつあるとみているが、価格転嫁の実態に

ついては、一部にとどまっている。物価上昇分

の吸収が不十分であることから継続した取り

組みの必要性を訴えていく。 

 

価格転嫁待ったなし院内集会を開催 

2023 年 8 月 8 日に価格転嫁待ったなし院内

集会を開催します。集会は、１部では、学習会

として中企庁、公取を講師に招きます。２部で

は、現場の実態報告を行います。開催概要と参

加申し込みは、下記まで。 

https://forms.gle/hEDbL4iCJnqjf2nX6 
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